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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 183 △80.6 △744 ― △832 ― △157 ―

22年3月期第2四半期 941 △81.6 △1,124 ― △1,297 ― △1,695 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △378.33 ―

22年3月期第2四半期 △6,668.29 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 2,076 1,004 46.8 2,032.91
22年3月期 9,089 801 8.1 1,794.02

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  971百万円 22年3月期  731百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― ― ―

23年3月期 ― ―

23年3月期 
（予想）

― ― ―

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 690 △57.6 △1,100 ― △1,210 ― △240 ― △537.18



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる情報につきましては、四半期決算短信【添付資料】２ページ
「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】３ページ「２．その他情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  477,738株 22年3月期  407,738株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  2株 22年3月期  2株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 415,987株 22年3月期2Q 254,282株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種政策の効果などを背景に自律的な回復に向けた兆しもみ
られるものの、一方では海外景気の下振れ懸念や円高の影響、長引く雇用不安などにより景気を下押しする傾向も
依然として存在しているため、先行き不透明感が強まる状況で推移いたしました。 
 このような状況のもと、当社グループは、米国サブプライムローン問題以降、「事業の選択と集中」という経営
重点施策に邁進し、その結実として、社名をジアースとし、本年５月14日『ジアースβ版』をリリース、また、こ
の11月中旬には本格的に新生『ジアース』のサービスを開始いたします。 
 ジアースは不動産情報の非対称性を限りなく縮減し、誰もが幸せになる不動産マーケットを創ることをビジョン
とし、ユーザーの皆さまの利便性を追求するだけでなく、当社が培ってきた豊富な不動産データベースの提供をと
おして、ユーザーの皆さまの安心できる物件選びに寄与し、また、不動産会社の皆さまに対しましても、インター
ネットを通じたユーザーとの多様なマッチングの機会を提供したく、不動産会社が物件情報を無料で登録・掲載で
きる、新しいビジネスモデルである、不動産情報提供サービスを開始いたしました。 
 そういった経緯の中、世界最大の検索エンジンであるＧｏｏｇｌｅが日本でＧｏｏｇｌｅの不動産検索サービス
を展開するにあたり、Ｇｏｏｇｌｅの不動産検索のコンテンツパートナー企業として、数あるプロバイダーの中か
ら当社を選んで頂きました。当社が創業以来、培ってきた不動産業務の知見・ノウハウ、また当社の独創的な不動
産ソリューションテクノロジーが、世界に認められた光栄な瞬間であり、同時にその社会的な役割を自負いたしま
した。 
 コンテンツライセンス契約締結後も、当社は物件掲載の獲得に努め、現時点で物件掲載数150万戸、登録不動産
会社数5,000社、登録不動産店舗数6,800店舗と、Ｇｏｏｇｌｅのサービス開始以降３ヶ月となりますが、順調に推
移いたしております。 
 以上のように、物件無料掲載システムによる参加者の拡大に努めたものの、当第２四半期連結累計期間におきま
しては広告事業も稼動当初のため、主にその他の事業による183百万円（前年同期比80.6％減）の売上高のみとな
りました。また、Ｇｏｏｇｌｅとの連携に伴うシステム開発費用等により、営業損失744百万円（前年同期は営業
損失1,124百万円）、経常損失832百万円（前年同期は経常損失1,297百万円）となり、さらに、固定資産売却益858
百万円を特別利益に計上しましたが、投資有価証券評価損100百万円もあり、当期純損失157百万円（前年同期は四
半期純損失1,695百万円）となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債および純資産の状況  

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、2,076百万円（前連結会計年度末比7,012百万円の減少）となり
ました。主な要因は平成22年６月４日付で当社グループが保有しておりました全不動産を売却したことに伴う建
物・土地・借地権等の固定資産の減少6,266百万円および差入保証金の減少263百万円、投資有価証券評価損の計上
等による減少151百万円であります。 
 当第２四半期連結会計期間末における負債は1,072百万円（前連結会計年度末比7,216百万円の減少）となりまし
た。主な要因は前述の全不動産売却に伴う担保付借入金の返済による減少7,210百万円、長期預り保証金の減少348
百万円、持分法適用会社への不動産売却により計上した固定資産売却益のうち未実現利益として持分法適用に伴う
負債の増加279百万円等であります。 
 当第２四半期連結会計期間末における純資産は1,004百万円（前連結会計年度末比203百万円の増加）となりまし
た。主な要因は新株予約権行使に伴う資本金および資本剰余金の増加400百万円、新株予約権の減少36百万円、四
半期純損失を計上したことによる利益剰余金の減少157百万円等であります。 
以上により、自己資本比率は前連結会計年度末の8.1％から46.8％となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、全保有不動産の売却によ
る収入と、担保付借入金の完済したこと等により418百万円（前連結会計年度末比318百万円の増加）となりまし
た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果、当第２四半期連結累計期間において使用した資金は434百万円となりました。主な要因は、税

金等調整前四半期純損失147百万円の計上、保有不動産の売却に伴う固定資産売却益△858百万円および預り保証金
の減少348百万円が含まれること、また、未払消費税等の発生260百万円、減価償却費の計上259百万円、投資有価
証券評価損の計上100百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、当第２四半期連結累計期間において増加した資金は7,703百万円となりました。主な要因は、
全保有不動産売却に伴う有形・無形固定資産の売却による収入7,375百万円、差入保証金の回収による収入322百万
円等によるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、当第２四半期連結累計期間において使用した資金は6,949百万円となりました。主な要因は、
全保有不動産売却に伴い、担保付借入金の返済7,210百万円、株式の発行による収入364百万円によるものでありま
す。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の連結業績予想につきましては、本日公表の「連結業績予想の公表について」において発表いた
しました内容のとおりであります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

・固定資産の減価償却の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。  

・一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・会計処理基準に関する事項の変更  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。これによる損益への影響は軽微であります。 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

１．継続企業の前提に関する重要事象の存在について  

当社グループは、前連結会計年度において1,879百万円の営業損失、2,224百万円の経常損失、2,458百万円の

当期純損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間におきましても744百万円の営業損失、832百万円の経常

損失、157百万円の四半期純損失を計上いたしました。また、営業キャッシュ・フローも継続的なマイナスとな

っており、前連結会計年度において1,572百万円の減少、当第２四半期連結会計期間末において434百万円の減少

となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。 

 ２．当該状況の解消のための経営計画について  

当社グループはこのような状況のもと、平成21年３月６日に発表した経営計画に基づき、「財務基盤の健全化

と強化」および「事業の選択と集中」を実行し、これまでに大幅な人件費および固定費等の削減を実施すること

によりコスト体質の改善を図るとともに、平成21年12月９日の第三者割当による資本増強、資金調達を実施いた

しました。また平成22年６月４日に全保有不動産の売却を完了し、担保付債務を完済することによる有利子負債

の大幅な削減と特別利益を確保したことから自己資本の充実と財務基盤の健全化と強化を実施いたしました。 

平成22年８月12日には、世界最大の検索エンジンであるＧｏｏｇｌｅが日本で不動産検索サービスを開始した

現在唯一のコンテンツパートナー企業として、不動産情報のデータ提供を開始するなど、より一層の「事業の選

択と集中」の顕在化を図り、安定的な収益基盤の確立と事業収益拡大の実現に向け邁進するとともに、継続して

資金調達の努力を行っていくことにより財務基盤の安定化を図ってまいります。 

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 418 348

売掛金 3 43

たな卸資産 1 1

その他 36 262

貸倒引当金 △5 △1

流動資産合計 454 653

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 20 2,610

工具、器具及び備品（純額） 131 171

土地 － 3,440

有形固定資産合計 151 6,222

無形固定資産   

ソフトウエア 1,121 1,211

その他 119 298

無形固定資産合計 1,240 1,509

投資その他の資産   

投資有価証券 133 285

差入保証金 15 310

その他 94 191

貸倒引当金 △13 △83

投資その他の資産合計 229 703

固定資産合計 1,622 8,436

資産合計 2,076 9,089

負債の部   

流動負債   

短期借入金 100 1,400

1年内返済予定の長期借入金 － 1,757

未払金 196 213

未払法人税等 16 9

持分法適用に伴う負債 279 －

その他 219 149

流動負債合計 811 3,529

固定負債   

長期借入金 234 4,387

長期預り保証金 － 348

PCB廃棄物処理費用引当金 26 －

その他 － 23

固定負債合計 260 4,758

負債合計 1,072 8,288



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,505 2,305

資本剰余金 698 498

利益剰余金 △2,231 △2,073

自己株式 △0 △0

株主資本合計 971 728

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △0 2

評価・換算差額等合計 △0 2

新株予約権 33 69

純資産合計 1,004 801

負債純資産合計 2,076 9,089



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 941 183

売上原価 1,057 412

売上総損失（△） △116 △229

販売費及び一般管理費 1,008 514

営業損失（△） △1,124 △744

営業外収益   

受取利息 6 0

受取配当金 0 －

受取手数料 － 1

投資事業組合運用益 1 －

その他 9 3

営業外収益合計 18 5

営業外費用   

支払利息 133 37

持分法による投資損失 － 4

株式交付費 26 2

支払手数料 24 1

投資事業組合運用損 － 42

その他 7 3

営業外費用合計 191 93

経常損失（△） △1,297 △832

特別利益   

固定資産売却益 － 858

負ののれん発生益 47 －

その他 15 8

特別利益合計 62 866

特別損失   

固定資産除却損 25 2

減損損失 76 －

関係会社整理損失引当金繰入額 64 －

特別退職金 26 7

事務所移転費用 60 －

投資有価証券評価損 － 100

借入金期限前返済清算金 － 15

瑕疵担保責任履行損失 － 46

貸倒引当金繰入額 199 －

その他 3 8

特別損失合計 457 181

税金等調整前四半期純損失（△） △1,692 △147

法人税、住民税及び事業税 3 10

法人税等合計 3 10

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,695 △157

四半期純損失（△） △1,695 △157



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 490 31

売上原価 629 171

売上総損失（△） △139 △139

販売費及び一般管理費 456 269

営業損失（△） △596 △409

営業外収益   

受取利息 3 0

受取手数料 － 0

その他 6 0

営業外収益合計 9 1

営業外費用   

支払利息 65 5

株式交付費 4 2

支払手数料 23 －

その他 3 －

営業外費用合計 97 8

経常損失（△） △683 △415

特別利益   

貸倒引当金戻入額 4 1

固定資産売却益 － 8

損害賠償金収入 10 －

その他 － 2

特別利益合計 14 12

特別損失   

固定資産除却損 － 2

減損損失 76 －

投資有価証券評価損 － 100

関係会社整理損失引当金繰入額 23 －

特別退職金 22 －

事務所移転費用 32 －

瑕疵担保責任履行損失 － 46

貸倒引当金繰入額 199 －

その他 3 －

特別損失合計 358 149

税金等調整前四半期純損失（△） △1,027 △552

法人税、住民税及び事業税 1 8

法人税等合計 1 8

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,029 △560

四半期純損失（△） △1,029 △560



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,692 △147

減価償却費 326 259

減損損失 76 －

負ののれん発生益 △47 －

投資有価証券評価損益（△は益） 3 100

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） 64 －

長期前払費用償却額 0 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △3

貸倒引当金繰入額 199 4

受取利息及び受取配当金 △7 △0

支払利息 133 37

株式交付費 26 2

固定資産除却損 25 2

特別退職金 26 7

事務所移転費用 60 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △858

売上債権の増減額（△は増加） 0 35

たな卸資産の増減額（△は増加） 41 0

預り保証金の増減額（△は減少） △13 △348

信託預金の増減額（△は増加） － 122

未払金の増減額（△は減少） △18 12

未収消費税等の増減額（△は増加） △11 260

借入金期限前返済清算金 － 15

瑕疵担保責任履行損失 － 46

その他 29 62

小計 △778 △388

利息及び配当金の受取額 7 0

利息の支払額 △146 △31

法人税等の支払額 0 △7

特別退職金の支払額 △52 △7

事務所移転費用の支払額 △40 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,010 △434



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 200

有価証券の取得による支出 △3 －

有価証券の売却による収入 3 －

有形固定資産の取得による支出 △28 △1

有形固定資産の売却による収入 10 7,138

無形固定資産の取得による支出 △43 △188

無形固定資産の売却による収入 89 236

投資有価証券の売却による収入 598 －

貸付けによる支出 △0 －

貸付金の回収による収入 51 －

差入保証金の差入による支出 △1 △11

差入保証金の回収による収入 149 322

その他 130 6

投資活動によるキャッシュ・フロー 956 7,703

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 500 △1,300

長期借入金の返済による支出 △2,768 △5,910

社債の償還による支出 △40 －

株式の発行による収入 246 364

株式交付費の支出 △26 △2

新株予約権の発行による収入 10 －

配当金の支払額 △1 △0

その他 △24 △100

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,103 △6,949

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,158 318

現金及び現金同等物の期首残高 2,812 99

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△220 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 433 418



当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）  

 １．継続企業の前提に関する重要事象の存在について 

当社グループは、前連結会計年度において1,879百万円の営業損失、2,224百万円の経常損失、2,458百万円の

当期純損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間におきましても744百万円の営業損失、832百万円の経常

損失、157百万円の四半期純損失を計上いたしました。また、営業キャッシュ・フローも継続的なマイナスとな

っており、前連結会計年度において1,572百万円の減少、当第２四半期連結会計期間末において434百万円の減少

となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。 

 ２．当該状況の解消のための経営計画について  

当社グループはこのような状況のもと、平成21年３月６日に発表した経営計画に基づき、「財務基盤の健全化

と強化」および「事業の選択と集中」を実行し、これまでに大幅な人件費および固定費等の削減を実施すること

によりコスト体質の改善を図るとともに、平成21年12月９日の第三者割当による資本増強、資金調達を実施いた

しました。また平成22年６月４日に全保有不動産の売却を完了し、担保付債務を完済することによる有利子負債

の大幅な削減と特別利益を確保したことから自己資本の充実と財務基盤の健全化と強化を実施いたしました。 

平成22年８月12日には、世界最大の検索エンジンであるＧｏｏｇｌｅが日本で不動産検索サービスを開始した

現在唯一のコンテンツパートナー企業として、不動産情報のデータ提供を開始するなど、より一層の「事業の選

択と集中」の顕在化を図り、安定的な収益基盤の確立と事業収益拡大の実現に向け邁進するとともに、継続して

資金調達の努力を行っていくことにより財務基盤の安定化を図ってまいります。 

 ３．継続企業の前提に関する重要な不確実性について 

当社グループを取り巻く厳しい経営環境は今後も継続するものと予測され、計画実現の時期など現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

（４）継続企業の前提に関する注記



  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は営業本部を中心として各種サービスごとの戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社はサービス別に属性を集約したセグメントから構成されており、「広告事業」、「ビジネスサ

ービス事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「広告事業」はＷｅｂサイト「ジアース」において、物件無料掲載システムによる参加者の拡大と物件掲載数の

獲得をはかるとともに、ユニークで膨大なデータベースや斬新でユーザビリティーの高いビジネスサービスコンテ

ンツをもってユーザーの物件選びに寄与する集客効果の高い広告媒体を提供いたします。 

 「ビジネスサービス事業」は当社がこれまで培ってきた、様々なコンテンツを中心とするマーケティングツール

からトランザクションまで不動産業務ノウハウや斬新なサービスコンテンツを不動産会社に提供し、業務の利便性

や付加価値を提供いたします。  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）  

（注）１． 当社は第１四半期連結会計期間より事業構造を転換し、経過的に計上される売上高等を「その他」に
集約しております。「その他」の主な内容は賃貸収入等の不動産賃貸事業、仲介手数料等の業務支援事
業となります。 

２． セグメント利益又は損失(△)の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用139百万円
が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門に係る費用であ
ります。 

３． セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

 当社グループは、当第２四半期連結会計期間において新株予約権の権利行使による払込を受けました。この結

果、資本金が200百万円、資本準備金が200百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が2,505百

万円、資本準備金が698百万円となっております。  

（５）セグメント情報

        （単位：百万円）

  広告事業 
ビジネス 

サービス事業 
その他 
(注)１  

調整額 
(注)２  

四半期連結損益 
計算書計上額 

(注)３  

売上高           

外部顧客への 
売上高 

  0   13   168   －   183

セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

  －   －   －   －   －

計   0   13   168   －  183

セグメント利益 
又は損失(△) 

  △233   △412   41   △139   △744

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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